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令和 7 年度 岡山県ベトナム・カンボジアサポートデスク（B&Company 株式会社） 

 ベトナム: 2025 年下半期における日本企業動向 

1.  ベトナムの経済概況 

■ 経済指標 

 2025 年の実質 GDP 成長率は前年から 0.93 ポイント上昇し、8.02%となった。これは 2022 年の 8.12％に次ぐ

高水準であり、ベトナム経済は 2024 年に引き続き、安定した回復基調を示している1。 

特に、2025 年第 4 四半期の成長率は 8.46％と、2021 年から 2024 年の同四半期の成長率(5.22％、

5.92％、6.72％、7.55％)と比較しても最も高い水準に達しており、足元でも堅調な成長が確認される。 

 

 ベトナムの実質 GDP 成長率の推移（％）  

 

出典：ベトナム統計総局（GSO） 

  

 
1 https://www.nso.gov.vn/du-lieu-va-so-lieu-thong-ke/2026/01/bao-cao-tinh-hinh-kinh-te-xa-hoi-quy-iv-va-nam-
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 2025 年下半期について、物価は一定の上昇率内に抑えられ、2025 年通年の消費者物価指数(CPI)は 3.31％と

推計されている。2025 年上半期と下半期で大きな変化はなく、また政府の管理目標として設定された 4.5％を下回って

いる形であり、物価変動は 1 年を通じて、全体的に政府の想定内で抑えられていると言える。 

 

 ベトナムの消費者物価指数(CPI)の推移 (％) 

 

 出典：国際通貨基金（IMF）2 、ベトナム統計総局（GSO） 

■ 貿易および外国直接投資の概況 

ベトナムの貿易規模は 2025 年に拡大し、特に下半期において伸びが顕著となった。貿易総額(輸出入合計額)は

前年比約 18％増の約 9,266 億米ドルとなり、過去最高を記録した。輸出額は約 4,729 億米ドル、輸入額は約

4,537 億米ドルであり、約 192 億米ドルの貿易黒字となっている。なお、この黒字の多くは下半期に計上されたもの

であり、世界的な需要回復を背景とした貿易活動の活発化がうかがえる。 

また、前年比では輸入の伸び率(約 19.1％)が輸出の伸び率(約 16.5％)を上回っている。これは、機械・設備や原

材料を輸入し、それらを用いて輸出品を製造する加工貿易型の構造が反映されたものと考えられる。 

  

 
2  https://www.imf.org/external/datamapper/PCPIPCH@WEO/VNM  
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 ベトナムの輸出入額の推移（単位: 10 億米ドル） 

 

 出典: ベトナム税関総局3 

  

輸出構造においては、外資系企業(FDI)による輸出額が総額の約 77％を占めており、引き続き輸出を主導してい

る4。これは、多国籍企業が中心的な役割を担い、ベトナムがグローバル・サプライチェーンに深く組み込まれていることを

示している。同時に、電子機器、精密工学、産業用部品、機械分野を中心に、外国企業がベトナムのバリューチェー

ンへより深く参画する機会を創出している。 

市場構造としては、米国および中国への依存度が依然として高く、中国は主要な原材料・部品供給国となってい

る。一方、日本は投資、技術、機械輸出の面で重要な役割を果たしており、製造設備や部品、素材分野において引

き続き機会が存在する。 

これらの動向は、堅調な輸出の伸び、生産投入財の輸入増加、安定した外国直接投資(FDI)の流入に支えら

れ、ベトナムがグローバルサプライチェーンにおける製造・輸出拠点としての役割を強化していることを示している。 

  

 
3https://www.customs.gov.vn/index.jsp?pageId=4970&group=Statistical%20data&category=Latest%20general%20in

dicators  
4 https://www.vietnam-briefing.com/news/vietnam-economy-gdp-fdi-and-trade-2025.html/  
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■ ベトナムの重要ニュース: 税制改革および制度のフォーマル化の進展 

 ベトナムでは近年、行政制度の再編および規制枠組みの近代化が進められており、経済の実態に即したガバナンス

強化と透明性向上が図られている。これらの動きは、税制を含む各種制度の見直しを通じて、経済活動全体のフォー

マル化を促進する方向で進展している。その一環として、 

➢ 2025 年の税制改革では法人税法および個人所得税法が改正され、控除額の拡大や課税基準の見直しが行

われた。法人税率は 20%を維持しつつ、中小企業向けに 15%および 17%の優遇税率が導入されている 

➢ 特に、個人事業主(世帯事業者)に関しては、従来、売上規模に応じた簡易的な課税制度が適用されるケース

が多く、申告・管理の透明性や実態把握の面で課題が指摘されていた。また、非公式経済の比重が大きい中

で、税務管理が限定的にとどまる傾向も見られた 

➢ こうした背景を踏まえ、近年は個人事業主に対する課税制度の見直しが進められており、課税対象となる売上基

準の引き上げや、電子インボイスの導入などを通じた管理体制の高度化が進展している。これにより、従来は非公

式経済に位置付けられていた事業者の正式経済への移行が促進されるとともに、一定規模以上の事業者に対

しては法人化を促す政策的な方向性が強まっている 

これらの制度改革は、税収基盤の強化に加え、市場の透明性向上および公正競争環境の整備を目的としており、企

業活動におけるコンプライアンス要件の重要性は今後さらに高まると見込まれる。 

 

2. ベトナムにおける日本企業の投資動向 

 日本からの直接投資(FDI)プロジェクト数 (新規＋拡張) 

 

 出典: ベトナム計画投資省のデータに基づき B&Company 作成 

   

2025 年の日本からの直接投資件数は、前年比約 3.4%減の 429 件で 5 位となった(投資額は 4 位で約 30.8 億

USD)。日本の主な投資案件の例は以下の通りである。 

- トヨタ自動車: 

 フートー省(北部)の製造工場を拡張するために、約 3.59 億 USD を投資(拡張)する計画である5。これにより、年

間生産能力を約 1 万 5,000 台増強し、電動車両、特にハイブリッド車に重点を置く。建設は 2026 年に開始され、

新たな生産施設や組立ラインを含め、2028 年末までに操業開始を予定している 

 
5 https://theinvestor.vn/toyota-plans-359-mln-plant-expansion-in-northern-vietnam-d17375.html  
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- 住友商事: 

 Thang Long Industrial Park 4(タインホア省、TLIP4)への投資・開発を進めている。本プロジェクトは初期段階

で約 167ha の規模を有し、総投資額は約 1.16 億 USD である。完成は 2027 年頃を予定しており、電子機器や

自動車部品などの製造業を中心に、50～250 社の入居を見込んでいる 

また、Dak Di 1 & 2 水力発電プロジェクト(ダナン市、総発電容量 48MW)の株式 49％を取得し、ベトナムでの

水力発電事業への投資を行った。本プロジェクトは 2022 年より稼働しており、EVN との長期電力購入契約(PPA)に

より支えられている 

 

■ 関連トピック: ハイテク産業誘致を進めたいベトナム、連携を模索する日本  

 ベトナムは、ハイテク（AI、半導体）や製造・エレクトロニクス、再生可能エネルギー、インフラ、デジタルトランスフォー

メーションといった戦略分野において、外国からの投資拡大を積極的に促進している。特に、行政手続きの簡素化や透

明性向上を進めることで、より高度で付加価値の高い投資の誘致を目指している。 

 一方、日本に対しては、人材育成や技術移転を含む長期的な協力関係の構築において、より積極的な役割を果た

すことが期待され、両国政府間でも連携が進められている。こうした動きは、日本企業にとっても、成長市場であるベト

ナムにおける事業基盤の強化や、グローバルサプライチェーンの再編に対応する上で重要な機会となっている6。 

 

3. 2026 年上半期およびそれ以降の展望 

 ベトナムは、堅調な GDP 成長、安定したインフレ率、貿易および外国直接投資(FDI)の拡大に支えられ、2026 年

上半期にかけても成長の勢いを維持すると予想される。2025 年下半期からの経済の回復基調に加え、輸出分野で

の構造的な強みと FDI 企業の主導的な役割が相まって、ベトナムは主要な製造・輸出拠点としての地位を一層強化

している。 同時に、進行中の規制・税制改革といった主要な政策動向は、短期的には行政運営の一時的な混乱を伴

う可能性があるものの、中長期的には透明性の向上および投資環境の改善を通じて、持続的な経済成長を支える基

盤となることが期待される。 

日本企業にとっても、ベトナムは、貿易拡大、内需の成長、グローバル・サプライチェーンへの統合を背景に、引き続き

重要な投資先であり続けると考えられる。 

 

免責事項: 

- 本レポートに記載された情報の利用にあたっては、利用者ご自身の判断と責任において行ってください 

- 本レポートの内容については、可能な限り正確な情報の提供に努めておりますが、岡山県および岡山県

ベトナム・カンボジアサポートデスクは、本レポートの情報に基づいて利用者が行う一切の行為および当該

情報に起因して生じた損害について、いかなる責任も負いませんので、あらかじめご了承ください 

 

 
6 https://investvietnam.gov.vn/en/news--events.nd/investment-incentive-policies-a-new-driving-force-for-attracting-

high-tech-projects-in-vietnam.html  


